

































































　運営規模について、図 1・2 にて使用車両台数・路線キロを確認すると、2012 年度のそれぞ
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地域公共交通の事業経営体制に関する経済学的考察　－熊本地区の乗合バス事業再建に関する示唆－
れの値は車両台数が平均 7.0 台（定員 11 人以上、10 人以下それぞれ）、路線キロの平均は 145
㎞であった。2011 年度と比べると、車両数は増加しているが（平均 4.1 ～ 4.3 台）、路線キロは






　年間乗車人員を確認すると、2011 年度（調査は 2012 年度）の乗車人員総計の平均は 48,424
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大　井　尚　司
の平均 43,461 人、1 路線あたり平均 6,031 人より伸びている。ただ、詳細に見ると、人口規模
の低い 1 万人未満および 3 万人以上の規模の市町村で伸びているものの、人口 5 万人超の市町







（１週間当たり・全路線計）、乗客数、運行経費（絶対値と人口 1 人当たり・乗客 1 人当たり）
について、散布図による考察と、SPSS により各項目間の相関分析を行い、Pearson の相関係
数の有意性や符号を用いた考察を行った。
　人口 30 万人以下の今回の対象都市について、人口と路線キロ 1km 当たり運行経費の関係を
とったものが以下の図 4 である。私は、路線キロや収支と市町村の規模の関係について、規模
が小さくなりすぎると収支面で悪影響を及ぼし、ある程度の規模を持った方が効率化できると
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負で有意な相関関係になり（－ 0.104 で 1％有意）、後者は有意ではなかったが負の相関関係で









































































2007・2009 年）のデータである 5）。2007 年を入れたのは、2006 年の道路運送法改正の影響を
確認するためである。
　事業者の事業運営規模を表す数字として、ここでは資本金の規模を利用した 6）。結果は表１
に示される。2000 年までは参入規制があったことから、資本金 1,000 万円以下の事業者数はほ
とんど変化していない。しかし規制緩和後の 2005 年には、中小規模のみならず、大規模の事
4 ）　このことについて詳細に議論する紙幅はないため、大井（2010）を参照されたい。




業者も増加している。さらに直近の 2009 年の数字を確認すると、資本金 1,000 万円以下の中小
企業や、3,000 万円以下・5,000 万円以下の規模がほぼ倍増している。
表１　資本金規模別の乗合バス事業者数








　いま一つは、2006 年の道路運送法改正前において「乗合バス事業者」（道路運送法の 4 条適
用）ではなかった事業者が、改正後「乗合バス事業者」とみなされて統計に入ってきたことで
ある。2007 年の数字を抽出した際に、上述した「みなし」事業者が 533 者存在するとの注記が
あったため、その影響がとりわけ中小企業の数の増加につながっているものと推察される。た








年次 個人ほか ～ 500 万円 ～ 1000 万円 ～ 3000 万円 ～ 5000 万円 ～１億円 １億円以上 民営合計 公営
1995 2 8 30 62 55 191 346 48
2000 2 3 29 80 62 200 374 46
2005 1 8 51 107 80 230 477 39
2007 23 411 217 141 143 114 1,049 38




8 ） 　人キロを計算するには、1 人当たり平均乗車キロのデータが必要であるが、掲載されているデータよ
り算出できなかったため、やむを得ず輸送車人員のデータを用いた。
3.2.1　データ



































万人を割る事業者は、平均値こそ 300 円強であるが、数多く存在する小規模観光バス事業者 9）
と思われる事業者でも、900 円近い費用を要する事業者がある一方で 200 円以下の事業者も存
在しており、観光バス事業者が一概に低費用とは言えない。これは 10 万人以上 100 万人未満
の事業者でも同様であった。既存事業者や既存事業者の地域分社もサンプルには含まれている




輸送人員 サンプル数 平均値（円／キロ） 最大値（円／キロ） 最小値（円／キロ）
10 万人未満 340 329.15 983.33 86.95
10 万人～ 100 万人未満 782 294.54 972.22
31.92*
（110.48）
100 万人～ 500 万人未満 710 311.44 889.39
90.02*
（126.59）
500 万人～ 1000 万人未満 437 314.27 950.00 172.17
1000 万人～ 5000 万人未満 1,070 355.41 817.98 166.97
5000 万人以上 203 386.06 731.44 182.80






















































［ L ］・燃料［ E ］・修繕関連［ M ］・資本［ K ］・その他［ O ］ の 5 つとし、5 つの投入要素



















　規制緩和の影響は、規制緩和（改正道路運送法）が施行された 2002 年以降を 1 とするダミー
変数［ D ］で表すことにした 。また、技術変化の代理変数としてのタイムトレンド［ T ］




化し、規制緩和が行われた 2002 年の GDP デフレータで実質化した。本稿で使用した変数の基
本統計量は表 3 のとおりである。サンプル数は 108 である。
表 3　基本統計量
パラメータ・変数 定義 単位 平均 標準偏差 最小値 最大値
TC 総費用 経常費用の合計 千円 75,838,300 68,774,900 10,308,400 282,134,000
Q アウトプット 輸送人キロ 千人キロ 3,137,563 132,346 33,179 591,656
WL 労働価格 従業員一人当たり人件費 千円 /年 6626.76 1107.20 3990.00 8921.00
WE 燃料価格 燃料費 /総走行キロ 円 /キロ 21.69 2.65 17.78 30.87
WM 修繕関連要素価格 修繕費 /総走行キロ 円 /キロ 16.63 3.34 11.95 26.27
WK 資本価格
（減価償却費+租税公課）
/車両数 千円 /両 1154.98 346.52 592.81 1952.79
WO その他投入要素価格
（総費用 - 人件費 - 燃料費
-修繕費 - 減価償却費 - 租
税公課）/総走行キロ
円 /キロ 52.34 13.43 37.49 107.39
H1 平均トリップ長 輸送人キロ /旅客数 km/人 13.22 5.59 6.14 35.41





可変費用関数（ i, j = L, E, M, O、i ≠ j 。m=1,2）
総費用関数（ i, j = L, E, M, K,O、i ≠ j 。m=1,2）
　（1）（2）を投入要素価格で偏微分してコストシェア方程式を導出し（（1）は 3 本、（2）は 4
本；シェアの合計は 1 であることからその他要素のシェア式は落とした）、シェア方程式と費
用関数を SUR 法で同時推定した。なお、各変数はサンプル平均値で基準化し、価格に関する
変数は規制緩和時点の 2002 年の GDP デフレータと、地域格差の影響を排除すべく消費者物価
地域差指数で基準化している。
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　紙幅の都合上、1 次の項の分析結果のみを表 4 に掲載している。
表４　費用関数の推定結果（１次のパラメータのみ抜粋）















パラメータ 変数 可変費用関数 総費用関数
α 0 定数項 13.2048
＊＊＊（.070） 13.2982 ＊＊＊（.040）
α Q アウトプット 0.8228
＊＊＊（.093） 0.7605 ＊＊＊（.058）
β L 労働 0.7059
＊＊＊（.002） 0.6620 ＊＊＊（.002）
β E 燃料 0.0751
＊＊＊（.002） 0.0691 ＊＊＊（.001）
β M 修繕関連 0.0580
＊＊＊（.001） 0.0531 ＊＊＊（.001）
β O その他要素 0.1608
＊＊＊（.004） 0.1459 ＊＊＊（.004）
β K 資本（可変） ― 0.0697
＊＊＊（.003）
γ K 資本（固定） － 0.1103（.095） ―
γ 1 平均トリップ長 － 0.6465





τ タイムトレンド 0.0031（.008） 0.0036（.004）
























を行った。（3）で求められる Z を t 検定し、絶対値で 1.96 以上であれば有意水準 1％で差があ
ることが確認される。
　　　　　　　　Z＝（μx －μy）／（σx
2 ／ Nx ＋σy
2 ／ Ny）
0.5　　　　　　　　 　　：（3）
ここでμi は集団 i の平均値、σⅰは集団 i の標準誤差、Nⅰは集団 i のサンプル数である。本研
究では、費用関数の推定時にサンプル平均で基準化したことから、μi に推定結果を代入する
































































































































































































































































13） 　熊本市交通局の路線委譲が始まるまでは、既存 3 社と市の 4 社局が存在していたが、路線委譲の過程
























や労働条件などを考えれば、企業体として 3 社が統合して 1 社となることは不可能であろう。
また、熊本都市バスの出資比率も 3 社均等ではなく、同社がすべて受けることになれば出資比
率の問題から各社の配分に影響が及ぶ可能性があり、最善の選択肢とはいいがたい可能性があ














































　本稿執筆中に、岡山県備前市を中心に運行している日生運輸が、2015 年 9 月末で乗合バス事
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The Study on Management System of Local Public Transport
- Suggestions about the Omnibus Restructuring in Kumamoto -
 
　 In this paper, focusing on omnibus, I considered the current 
situation and problems of omnibus industries in Kumamoto, and 
I showed solutions for their management systems and optimal 
scale for economic efficiency by descriptive statistical analysis 
from the questionnaire results (researched by Ministry of Land, 
Infrastructure, Transportation and Tourism Kyushu Branch) and 
econometric analysis of omnibus industries’ operational data.
　 Findings obtained in this paper are as follows. First, about 
management systems and the operational scale of operators, 
omnibus operators may not choose the optimum situation in the 
view of cost efficiency, so I showed that it is necessary to integrate 
the operators in the proper scale. Second, about the current system 
of omnibus management system in Kumamoto, it cannot be said 
that operators in Kumamoto choose proper scale from the view 
of the company size and cost efficiency, and we need to prove 
the existence of subadditivity of cost for optimum integration of 
omnibus operators in Kumamoto. In addition, considered of the 
all operators' restructuring in Kumamoto, for  the planning and 
operation of the route restructuring and operation, I showed that it 
is not necessarily the best solution to restructure routes in terms 
of cost efficiency and we need to concern about introduction of the 
public-private partnership solution for operating management and 
planning system as a second best solution.
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